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財務諸表に対する注記１．重要な会計方針(1) 固定資産の減価償却の方法有形固定資産は定額法によっている。(2) 引当金の計上基準・賞与引当金事務職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。・退職給付引当金事務職員の退職給付に備えるため、期末自己都合退職による要支給額を計上している。・貸倒引当金償権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。なお、当年度末の回収不能見込額はない。(3) リース取引の処理方法ファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。(4) 消費税等の会計処理税込方式によっている。２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 （単位：円）科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産土地 16,250,000 0 0 16,250,000基本金特定資産 1,000,000 0 0 1,000,000基本財産小計 17,250,000 0 0 17,250,000特定資産退職給付引当資産 72,207,741 6,253,000 0 78,460,741資産購入引当資産 10,000,000 0 0 10,000,000米穀価格調整金引当資産 36,792,099 3,145,799 3,038,913 36,898,985修繕引当資産 5,000,000 0 0 5,000,000特定資産小計 123,999,840 9,398,799 3,038,913 130,359,726合 計 141,249,840 9,398,799 3,038,913 147,609,726
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 （単位：円）（うち指定正味 （うち一般正味 （うち負債に対す財産からの充 財産からの充科 目 期末残高 当額） 当額） る額）基本財産土地 16,250,000 0 (16,250,000) 0基本金特定資産 1,000,000 (1,000,000) 0 0基本財産小計 17,250,000 (1,000,000) (16,250,000) 0特定資産退職給付引当資産 78,460,741 0 0 (78,460,741)資産購入引当資産 10,000,000 0 (10,000,000) 0米穀価格調整金引当資産 36,898,985 0 (36,898,985) 0修繕引当資産 5,000,000 0 0 (5,000,000)特定資産小計 130,359,726 0 (46,898,985) (83,460,741)合 計 147,609,726 (1,000,000) (63,148,985) (83,460,741)４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 （単位：円）科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高建物及び附属施設 210,921,705 72,563,498 138,358,207車輌及び運搬具 8,336,300 8,002,848 333,452器具及び備品 32,873,925 27,902,471 4,971,454合 計 252,131,930 108,468,817 143,663,113５．その他① 担保に供している資産はございません。② 保証債務等の偶発債務はございません。③ 開示が必要な関連当事者との取引はありません。


